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１　重要な会計方針

 （１）固定資産の減価償却について

　　　定率法による減価償却を実施している。

 （２）棚卸資産の評価方法について

　　　棚卸資産の評価方法は先入先出法による原価法である。

 （３）引当金の計上基準について

　　　①貸倒引当金は、金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、法定繰入率による繰入限度額を計上している。

　　　②退職給与引当金は、原則として期末退職給与の要支給額に相当する金額から中退金の掛金を差し引いた

　　　    額を計上している。

 （４）消費税等の会計処理について

　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

２  基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科     目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 0 0 0 0

小計 0 0 0 0

特定資産

退職給与引当資産　 30,603,192 6,307,484 36,910,676

減価償却引当資産 9,292,204 16,078,783 25,370,987

事業基盤整備引当資産 30,174,370 30,174,370 0

小  　計 70,069,766 22,386,267 30,174,370 62,281,663

合　　計 70,069,766 22,386,267 30,174,370 62,281,663

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科     目 当期末残高
（うち指定正味財産
からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応す
る額）

基本財産 0 （0） （0） （0）

小　　計 0 （0） （0） （0）

特定資産

退職給与引当資産 36,910,676 （0） (36,910,676) (36,910,676)

減価償却引当資産 25,370,987 （0） (25,370,987) -

事業基盤整備引当資産 0 （0） (0) -

小　　計 62,281,663 （0） (62,281,663) (36,910,676)

合　　計 62,281,663 （0） (62,281,663) (36,910,676)

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

　　　　（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 13,095,586 11,193,334 1,902,252

ソフトウエア 1,380,225 738,360 641,865

借入不動産付帯設備 3,985,410 1,416,093 2,569,317

合　　計 18,461,221 13,347,787 5,113,434

財務諸表の注記
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